
○ 行財政改革の絶え間ない推進



「ダイナミックやまなし総合計画」　政策別実施状況

○ 行財政改革の絶え間ない推進

改革 1 県庁改革・県民サービスの充実
計画掲載事業数

（再掲は除く。）
11

【政策推進に当たっての基本的な考え方】

　県行政を取り巻く状況の変化や、多様化する行政ニーズに迅速かつ的確に対応してい

くためには、県民ニーズを踏まえた柔軟で効率的な県庁であり続ける必要があります。

　このため、県民ニーズを把握し、県政課題に対して積極的に行動する組織づくりとこ

れを支える人材育成を進めるとともに、県民サービスの充実・高度化に向けた取り組み

を推進します。

平
成 

29 

年
度
の
主
な
取
り
組
み
状
況

項　　　　　　　目 頁 担 当 部 局

○ 施策を着実に推進する組織の構築 P.132 総 務 部

○ 政策推進のための人材育成と人事管理 P.132 総 務 部

○ 広聴広報機能の強化 P.132 総 合 政 策 部

○ 行政評価による事務事業の見直し P.133 総 合 政 策 部

○ マイナンバー制度の導入 P.133 総 務 部

○ 市町村の自主性、主体性を高める取り組みの推進 P.134 総 務 部

○ ＮＰＯ等との協働の推進 P.135 県 民 生 活 部

事 

業 

費

施策・事業の実施に要した事業費（本年度までの実績額） 584 百万円

前年度までの事業費 412 百万円

本年度の事業費 172 百万円

成
果
指
標
の
達
成
状
況

成　果　指　標
基 準 値

（基準年度）
A

目 標 値

（目標年度）
B

現 況 値

（直近データ）
C

進捗率（%）

管理職以上に占める女性職員の割
合

8.6％

（H26）

16.0％

（H31）

10.3％

（H29）
23.0

県保有データの公開数（累計） －
250 件

（H31）

379 件

（H29）
151.6

C－A
B－A

×100
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主要な施策の成果 （予算科目　単位：千円）

県庁改革・県民サービスの充実

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

1 施策を着実に
推進する組織
の構築

　　　 　効率的な組織体制の構築を基本とし、重点施策の推

進や県政課題等に対し、積極果敢に行動する組織づく

りを進めた。

　これにより、施策の効果的・効率的推進に寄与した。【行政経営管理課】
・オリンピック・パラリンピック推進室の設置

・子育て支援推進体制の強化

子どもの貧困対策に関する所管を教育庁から福祉

保健部に移管

子育て支援課に保育支援担当を新設

2 政策推進のた
めの人材育成
と人事管理

　　　 　若手職員や女性職員の一層の活躍促進を図るととも

に、男女を問わず全ての職員が一丸となって効果的な

政策を推進するため、積極的な人材育成と人事管理を

進めた。

　これにより、若手職員や女性職員の活躍促進に向け

た取り組みや今後の県政を推進する上で求められる人材

育成と人事管理に必要な庁内の体制づくりに寄与した。

【人 事 課】

・所属長のリーダーシップとマネジメントにより働き

やすい職場づくりを進める「こぴっと両立プラン」

の実施

・女性職員キャリアアップⅠ・Ⅱ研修の実施

・育休後職員研修の実施

・若手職員のキャリア形成を支援する採用 5年目職員

研修の実施

3 広聴広報機能
の強化

広 報 費 　県政に対する理解の促進と本県のイメージアップを

図るため、ホームページや広報誌を通じて、県政の情

報や本県の魅力を県内外に積極的に発信した。

　これにより、県政に対する理解の促進と本県のイ

メージアップに寄与した。

・ホームページによる情報発信

　　総ページ数　　約 33,000 ページ

　　総アクセス数　21,040,475 ページビュー

　　対応言語数　　8言語

� （平成 30 年 3 月にベトナム語を追加）

（ 8,092）

【広聴広報課】
8,092

諸 費

（ 5,728）

5,669

・地域ＰＲ誌「山梨てくてく」の発刊� 　4 回
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（予算科目　単位：千円）

県庁改革・県民サービスの充実

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

4 県民参加によ
る県政の推進

広 報 費 　県民からの意見や提案を広く聴くことにより、県民

ニーズを的確に把握し、県政に反映するため、県民と

知事との対話などを実施した。

　これにより、県民参加による県政の推進に寄与した。

（ 1,101）

【広聴広報課】
559

・知事対話「県政トークGO TO知事が行く」の実施

� 　　12 回　参加者 169 人

・「やまなし創造提案便」など県民からの提案・問い

合わせへの対応等� 　　3,455 件

5 施策事業への
女性の意見の
反映

　　　 　県の施策事業に、女性の視点・意見を最大限に反映

させるため、審議会等の委員に女性を積極的に登用

した。

　これにより、政策・方針決定過程への女性の参画に

寄与した。
【行政経営管理課】

・審議会等の女性委員の就任� 延べ人数　342 人

� （委員全体に占める割合　36.3％）

6 行政評価によ
る事務事業の
見直し

一 般 管 理 費 　成果を重視した行政運営や限られた財源の有効活

用を図るため、職員自らが事業を評価する内部評価

や、有識者などによる評価を踏まえた外部評価を実施

した。

　これにより、88 の事業について見直しを行い、事

務事業の改善に寄与した。

（ 1,236）

1,019

【政策企画課】

・外部評価の実施　  10 事業

・内部評価の実施　115 事業

7 マイナンバー
制度の導入

情 報 管 理 費 　平成 28 年 1 月に運用開始されたマイナンバー制度

が着実に実施できるよう、情報連携に向け各種情報シ

ステムの改修等を行うとともに、子育て関係の電子申

請について、マイナンバーカードを利用した子育てワ

ンストップサービスに対応した。

　これにより、マイナンバー制度の運用に寄与した。

（ 23,316）

【情報政策課】 23,281

・統合宛名システムの改修及び試験

� 平成 29 年 4 月～ 7月

・情報連携の試行運用開始� 平成 29 年 7 月

・情報連携の本格運用開始（一部の事務手続き除く）

� 平成 29 年 11 月

・子育てワンストップサービス対応のための庁内検討

委員会の開催� 　　2回

・子育てワンストップサービスの運用開始

� 平成 30 年 3 月
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（予算科目　単位：千円）

県庁改革・県民サービスの充実

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

8 オープンデー
タの推進

　　　 　新事業の創出や官民協働の公共サービスの実現等に

つなげるため、オープンデータサイトを開設し、統計

データ等を掲載するとともに、今後の拡大に向け、県

がホームページに公開しているデータについてオープ

ンデータ化に向けた調査・整理を行った。

　これにより、県が保有するデータを誰もが容易に二

次利用できる仕組みができ、オープンデータの推進に

寄与した。

【情報政策課】

・オープンデータサイト開設� 　平成 30 年 2 月

・データ件数　　　　　　　� 　379 件

・県ホームページに公開しているデータについてオー

プンデータ化に係る全庁調査を実施

9 事務手続の標
準処理期間の
見直し

　　　 　許認可申請に対する事務処理の迅速化により県民

サービスの向上を図るため、事務のあり方を点検し、

許認可等に要する標準的な事務処理期間の短縮と新規

設定を推進した。

　これにより、行政運営の効率化及び透明性の向上に

寄与した。

【行政経営管理課】

・標準処理期間の新規設定数� 　343 件

10 市町村の自主
性、主体性を
高める取り組
みの推進

市町村振興費 　市町村が中心となって個性を活かした自立した地域

社会をつくるため、市町村への権限移譲を着実に推進

した。

　これにより、市町村の自主性・主体性を高め、住民

サービスの向上に寄与した。

（ 111,815）

111,815

【市 町 村 課】
・甲府市の中核市移行に関する県 ･市協議会の開催

� 　1 回

・条例に基づく移譲受入市町村の拡大� 51 事務・団体
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（予算科目　単位：千円）

県庁改革・県民サービスの充実

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

11 ＮＰＯ等との
協働の推進

住みよい地域づくり推進費 　ＮＰＯ等と協働し、多様な県民ニーズに対して、き

め細かく質の高い行政サービスを提供していくため、

その担い手となるＮＰＯ等の活動を支援した。

　また、地域社会が抱える様々な課題の解決に向け、

県民が自発的にボランティアやＮＰＯなどに参画し、

地域社会をより豊かにしていこうとする県民活動の取

り組むべき方向性を示した「やまなし県民活動推進指

針」を策定した。

　これにより、ＮＰＯ等の組織活動基盤の強化が図ら

れるなど、ＮＰＯ等との協働の推進に寄与した。

（ 32,264）

【県民生活・男女参画課】
20,701

・やまなし県民活動推進指針の策定� 平成 30 年 3 月

・地域活性化協働事業費補助金による支援� 　7 団体

・組織活動基盤強化のための相談等の実施

　　ＮＰＯ法人設立・運営相談の実施� 　　　50 件

　　ＮＰＯ支援専門家（税理士、行政書士等）の派遣

� 12 団体　延べ 14 回派遣

　　ＮＰＯ法人入門講座� 　　1回

団体間のネットワーク構築のための研修会・交流

会の開催� 　研修会 16 回　交流会 6回

― 135 ―





「ダイナミックやまなし総合計画」　政策別実施状況

○ 行財政改革の絶え間ない推進

改革 2 効果的な県財政運営の推進
計画掲載事業数

（再掲は除く。）
13

【政策推進に当たっての基本的な考え方】

　新たな地域づくりの取り組みを着実に進めていくためには、県民の積極的な参画を求

めるとともに、その裏付けとなる財源を確保していく必要があります。また、将来の県

民負担を軽減し、健全で持続可能な財政運営を確保していくことも必要です。

　このため、税収など歳入の確保と県債等残高の削減、歳出のスリム化を着実に進める

とともに、民間の資金やノウハウなどの活用に積極的に取り組みます。

平
成 

29 

年
度
の
主
な
取
り
組
み
状
況

項　　　　　　　目 頁 担 当 部 局

○ 税収確保対策 P.138 総 務 部

○ 県債等残高の削減 P.138 総 務 部

○ 出資法人改革の推進 P.138 総 務 部

○ 民間活力の活用推進 P.139 総 務 部

○ 公共事業等評価の実施 P.140
森 林 環 境 部 ・
農政部・県土整備部

○ 適正な会計事務の確保と財務情報の開示 P.141 総務部・出納局

○ 県公営企業の事業強化・経営改善 P.142 企 業 局

事 

業 

費

施策・事業の実施に要した事業費（本年度までの実績額） 11,402 百万円

前年度までの事業費 6,223 百万円

本年度の事業費 5,179 百万円

成
果
指
標
の
達
成
状
況

成　果　指　標
基 準 値

（基準年度）
A

目 標 値

（目標年度）
B

現 況 値

（直近データ）
C

進捗率（%）

県税徴収率
97.5％

（H26）

98.0％

（H31）

98.3％

（H29）
160.0

県債等残高の削減（臨時財政対策
債等を除く）

－ △ 750 億円 △ 610 億円
81.3

C－A
B－A

×100

7,143 億円
（H26）

6,393 億円
（H31）

6,533億円
（H29）
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主要な施策の成果 （予算科目　単位：千円）

効果的な県財政運営の推進

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

1 税収確保対策 賦 課 徴 収 費 　税収確保のため、市町村と連携した個人住民税の徴

収強化や、厳正な滞納処分などにより、県税の徴収率

の向上を図った。

　これにより、平成 29 年度の徴収率は 98.3％と前年

度を 0.2 ポイント上回り、税収の確保に寄与した。

【税 務 課】
（ 41,594）

34,228

・地方税滞納整理推進機構等による個人住民税の徴収

対策の推進

　　個人県民税の徴収率� 　95.9％（H28：95.3％）

　　個人県民税の滞納繰越額

� 10.7 億円（H28：12.5 億円）

・県税事務所の徴収対策の推進

　　個人県民税を除く滞納繰越額

� 4.5 億円（H28：4.7 億円）

� （うち、1億円余の徴収猶予を含む。）

� 　　差押　1,958 件（H28：2,547 件）

2 県債等残高の
削減

　　　 　将来の県民負担を軽減し、持続可能な財政運営を確

保していくため、実質的な地方交付税である臨時財政

対策債等を除く県債に出資法人に対する債務保証等を

含めた県全体の県債等残高を計画的に削減した。

　これにより、県債等残高は目標に向け着実に削減が

図られた。

【財 政 課】

・県債等残高の削減額

　　平成 28 年度末：6,676 億円　

　　平成 29 年度末：6,533 億円

　　　　　 削減額：   143 億円

3 出資法人改革
の推進

　　　 　出資法人の健全経営に向け、財政負担の大きな 4法

人の改革プランの進行管理や各法人の経営評価等によ

り改革を推進した。

　これにより、出資法人全体の経営健全化の推進と 4

法人の抜本的改革に寄与した。

【行政経営管理課】

・ 4法人の改革プランの進行管理

・経営評価の実施　実施結果の公表� 平成 30 年 3 月

― 138 ―



（予算科目　単位：千円）

効果的な県財政運営の推進

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

4 県単独補助金
の見直し

　　　 　社会情勢の変化や目的の達成状況、役割分担の明確

化、全国水準との比較などの観点から県単独補助金の

不断の見直しを行った。

　これにより、平成 30 年度当初予算編成において、

前年度比で 43 件（削減額 150 百万円）の見直しを実

施した。

【財 政 課】

・補助金の見直し

　　廃　止　15 件（削減額 95 百万円）

　　縮　減　27 件（削減額 55 百万円）

　　その他　  1 件（終期設定）

5 県民参加型市
場公募地方債
の発行

　　　 　県民の県政への参画意識の醸成等を図るため、県民

参加型市場公募地方債を発行した。

　これにより、県民から提供された資金を消防防災ヘ

リコプターの整備に活用し、県民参加の県政の推進に

寄与した。
【財 政 課】

・「富士の国やまなし県民債」の発行、完売

� 　　発行額 10 億円

6 民間活力の活
用推進

　　　 　不特定多数の県民が利用する施設の行政サービスの

向上とコスト削減を目指すため、指定管理者制度の運

用を行うとともに、大規模施設の管理における民間ノ

ウハウの活用推進に向けた体制の整備を行った。

　これにより、民間活力の活用推進に寄与した。

【行政経営管理課】

【政策企画課】

・指定管理者制度の運用

・山梨県ＰＰＰ／ＰＦＩ導入方針の改定

・官民連携事業の推進に関するセミナーへの参加

� 　1 回
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（予算科目　単位：千円）

効果的な県財政運営の推進

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

7 公共事業等評
価の実施

一 般 管 理 費 　公共事業、県単独公共事業について、事業実施の是

非、継続の是非、改善措置等を決定するため、事業の

各段階（予算計上前、事業着手後、事業完了後）にお

いて、妥当性 ･優先度、推進状況、貢献度等を評価した。

　これにより、公共事業に対する客観性、透明性の確

保及び効果的、効率的な事業の実施に寄与した。

（ 2,463）

【治山林道課】

【耕 地 課】

【県土整備総務課】

870

・山梨県公共事業評価委員会の開催� 　　　　　6回

・知事への意見書提出　　　　　　　平成 29 年 11 月

　　評価対象事業

　　　事前評価対象事業� 　　　　　　 4 事業

　　　　（総事業費 10 億円以上の新規事業）

　　　再評価対象事業� 　　　　　　　 7 事業

　　　　（事業着手後 10 年経過し、継続中の事業等）

　　　事後評価対象事業� 　　　　　　 4 事業

（総事業費 10 億円以上の事業で、事業完了後

5年経過した事業等）

8 公共事業のコ
スト構造改善
の実施

　　　 　公共事業を効率的・効果的に推進するため、コスト

と品質を重視したコスト構造改善を実施し、費用と効

果の最適化を図った。

　これにより、公共事業の効率的・効果的な推進に寄

与した。
【技術管理課】

・コスト構造改善の実施

　　平成 26 年度を基準に総合コストの 15.1％縮減

9 公共施設の外
部評価の実施

　　　 　公共施設の運営の効率化や質の高い県民サービスの

提供を図るため、有識者などによる評価を踏まえた外

部評価により施設のあり方の検討を実施した。

　これにより、対象施設の効率的・効果的な運営に寄

与した。

【財産管理課】

・外部評価の実施　　　� 　7 施設

・施設のあり方の検討　� 　7 施設

・施設のあり方の見直し� 　7 施設
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（予算科目　単位：千円）

効果的な県財政運営の推進

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

10 庁内情報シス
テムの統一的
管理の推進

情 報 管 理 費 　庁内情報システムの経費削減及び業務の効率化並び

に情報システムの安定稼働を図るため、庁内情報シス

テムの統一的管理を行う「山梨県情報システム最適化

計画」を推進した。

　これにより、効率的な運用管理や開発経費の削減な

ど情報システムの最適化に寄与した。

（ 91,578）

91,577

【情報政策課】

・第一・二期統合サーバの運用

� （情報システム 23 システム）

・第三期統合サーバの設計

・情報システム開発経費の削減

　　平成 30 年度当初予算要求額を 12.0％削減

11 公共施設の使
用料等の見直
し

　　　 　県民負担の適正化を図るため、公共施設の使用料等

の妥当性を検証した。

・物価状況を調査した結果、見直しの必要性がないこ

とを確認【財 政 課】

12 適正な会計事
務の確保と財
務情報の開示

財 政 管 理 費 　県の会計事務に対する県民の信頼性を高めるため、

適正かつ効率的な会計事務を進めるとともに、県の公

金の運用については、金融機関の預金や債券の利率が

低水準で推移する中、利率の高い金融機関の積極的活

用や運用期間の長期化を行った。また、財務情報をよ

り一層分かりやすく開示するため、平成 29 年度末を

期限とする国の統一的基準による新たな地方公会計を

整備した。

　これにより、安全で的確な公金運用が図られるなど、

適正な会計事務及び財源の確保に寄与した。

（ 3,970）

3,970

【出：会計課】

【管 理 課】

【財 政 課】

・各種研修等の実施

　　総括課長補佐、出先次長対象� 　 1 回

　　会計事務担当者対象　　　　� 　 5 回

　　新採用職員対象　　　　　　� 　平成 29 年 4 月

・かいの会計検査及び指導の実施� 　48 所属

・財務諸表の公表
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（予算科目　単位：千円）

効果的な県財政運営の推進

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

13 県公営企業の
事業強化・経
営改善

（電気事業会計） 　県公営企業の事業強化を図るため、電力及び温泉の

安定供給を行うとともに、丘の公園の指定管理期間終

了後（平成 31 年以降）のあり方についても検討を行い、

報告書を踏まえた今後の取り組み方針を決定した。

　これにより、県公営企業の経営健全化の推進に寄与

した。

（ 6,742,919）

5,046,764

【企：総務課】

【企：電気課】

［ 196,921］

（地域振興事業会計）

（ 1,112） ・既設水力発電所の効率的な改良・修繕による電力の

安定供給� 411,048,881kWh1,043

・新規水力発電所の詳細設計を実施�    1 地点

・県営石和温泉給湯施設による温泉の安定供給

� 給湯量 737,604

・丘の公園のあり方検討委員会の開催� 5 回
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